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2 . 事 業if)目的と概要

( 1 ) 上位目標 アグポピル県内の7 .ヶ材において、 職業訓練技術を生計に活かし、 農村の社会経済基

盤の安定と資困の削減を図る e

( 2 )事業の必要

性 ( 背景 )

コー トジポ Tフールは、 西 ア 7 リ  ヵに位置する共和制国家である。. 面積が約322.43lm:l

(日本は377.9 4 b l ) 、  人口が約22,lli71千人 l2014年)、 その約8割が農業に従事して

お り ,  カカオ製品、石油製品、 =iムなどが主な輪出品である. l 960年代から. 70年代
まで年平均8%の経済成長を遂げ 「イポアールの奇期」 と言われたが, 90年代になっ

てカカオの輪出が落ち込んだために経済が停滞し、 99年のクーデターと20 l0年の大統

領選の際に発生し -た一iil、.力開争により内戦と.混a.が続き費困がa延したe 20 l2年:_ろか
ら経済複興に向けて動き始めたが、 国連開発計画( llNDP)の2012年度調査によると、

深刻な費国状態にある人が32.4%を占めており‘特に電気の不通や共同井戸の不足l各

村にt.つ ) な ど、 インフラの不'整i鼠により住民生活は田窮している。
事業地であるアーェ ピ,用アグボビル県 ( 人口 2」li -f:i人、 首府アグポピルタウン)  は、

アビジ -',1'ンから北に約70km、 陸路で約1. 5時間の距離にあるa アグポビルには、かっ
て大きな工場があり . 2o00人の従業員が働いていたが, 内戦の影響で開鎖したままで
ある。 201 l年項からアグポビルタウンの開発は再開されたが. 未,だに農村地域には産
業が ・始どなく 、 学校、 病院、本不是に直面している, 村人の年収は約i l i円以下で、
国内平均年収約l4万円(世界銀行、2o13 )を下回つている,各村での青年の失業者が
200名以上となっており (人ロ約50l1l-700人中) . その中には元兵士(県内で約,l000
人) も含まれていることから、村に l董業がなければ、収入を求めて再び兵士に展るこ

とも態念される e 社会面では中学率業率4%、識字率28% (国内平均53%)、賞囲によ
る業養の偏り、 ili壁と藍1蛋き屋根の簡素な1主''tなどの間題があり . 生清改善t必要な
地域であることがわかる,

( l )事業地の産業にっいで
2o l 4年から「C,A文化事業協会(以下IC1l,, ジャバン )は、 地場産業の開発と雇用拡大
を目指し 、 差鶏. 野菜裁培. ア ダりフ オ レ ス ト リ ー ( 植 林 と 農作物. 家含が共生する
複 ・合的な藤法) を6ヶ村で進めている。  これまで各村の主要作物は自家用として芋・

讓類を中心に無肥料で裁培していた, しかし無肥科載培では収穫量に眼界があり、 か

つ化学肥料は高価で賞困農家は買うことができない他、 士:装の礦弊にっながる危険性
もある 3 化学腿科を使わずに収種量のァップと雇用拡大を図るには、 生産コストの低

減、土壤菠弊の予防、植物生理に適した士づくりを行う必要がある ,持続可能な生産

を可能にするには, 地域資源を活用した適正な堆肥・ 有機肥料の使用等が有益である

が. 現地住民はそのような知識を有していない,
2 )当該地のアグロプ オ レ ス ト リーにっいて

コー ト ジポワールの森林湿面構は.、 1 9世紀に .は l60 0万ヘクタール C1la )あったが、
2 0世紀になると300万 haに な り 、2 1世紀には2 . 5万haへと破少している a 現金収入

を求めて今も伐標が続いており 、 l自l田1,l3)えに士:地まで売る農家もあり環境破壊が態念
される. 2014年度に、 裏1ll・帶雨林が装されているアダボビル県の6村で土壤分析を行つ
た結果、 pH値、 りン酸. カルシウム.マグネシウム、カ ,lj ウムが適度にあり . 鉄やマン
ガン等の11:乏症.状倒も少ない等、 肥沃なi規であることが判明した. これは無帶兩 ;tll:
地域では生態系における物質循環が機能し、土壤に反映するためであると考えられる,

しかしアグポビル県も他1f)地域と同様、 熟帯兩林の伐操が続いて ・お り 、  このまま推移

すれば、土壤破壊により農業に多大な惡影響が出てくるおそれがある,熱帶雨林の t実
;l来を減'i'させ、 生態系循環型の農村を保存するためにも、 植林など環境保護活動が必
要である。今後はァグロフオレス ト リーにより、安定した食料確保と潜在的生産能力



を向上させる こ とが重要である・e
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【国別接助方計】

複合農業による社会経済基盤の安定と貧困削減のため.有機農業技術o)指導による生
産性の向上と =l ミ =,ニテイの連携を促す本事業は, 外務省の国別接助方針である 「:経
済成長の加速化」および 「産業振興」に資するものであると考える ,なお, 2014年

には安倍首相も同国を訪間し、 内戦で不安定化した国内の平和と治安, 行政・社会サ

ービスの国復と地域の安定・発展を支i差lする指針を出している。

!第1期事業 l 第 1. 期事業はBadouk r o村、 Bon:ikro ;キi . Bokano村、  Viaeent Aboude
村、Ek i s s i ho村、Anou,na ttの 6 J'r村で事業(補足資料参照)を実施し、第2期事業で
は引き続きフオ aーア ッ プ を 行 う:

[第2期事業】 以下の新規5ヶ村0ctloumpo村 (1000世帯) 、 Segbev i村 (7L00,世帯)

、 I)ebodje.村(600世帯)、Moasie1ut Emile村 (:o00世帯) 、 Andep o 村 ( 8 0 0 世 帯 ) で

行う. また、1期の2村l l lokaho, 村、Vineen, l l l1boude村で採卵を行い、解卵器は電力
へのアクセスの関係で、 Bokaho村、 Ekiss;iho村に設置する,

t1,モデルになる農間と 1基i告の建設, 資機材の導入 l (新規の5 .ヶ村で実施 )
1-a::妻業裁培用ビ=一ルハウス施設と資機材の導入 ( 各 村 l 基、計 5 ヶ 村 )

各村にビ=一ルハウスを開設する。農様具、 野菜の種 ( トマ ト 、  なす)  を配布し 、
化学肥料ではなく . カカオの確種など地元にある有機肥科を使つて裁i書を試みる, 事
業期間中、 農園は野菜按培訓練場と して使用し、 事業後は農圍の所有権を各村に譲渡

し .、 村と研修生によって結成される野菜裁培グループが管理するs 部l1報後も研修生は

農園を継続使用し、 農園の管理維持費は野菜裁培の利益で始出する a 野業裁培ダルー

ブは利益の一部を貯蓄し. li!ll練生が 1ll3人で農業を始める・培合、 低金利で貸し付けを行

う・

1-b:モデル鶏舍の建設と資樓材導入(プロイラ一用;新規5ヶ村、各村l様)(標9P用: 第

l期事業対象2ヶ村 a,.boude Boa Vi ncen t村、 Boka ho村、 各村1M
各5ヶ村に鶏告をっく  り 、  村 こ'とにプロイラ一用の鶏を1000羽、 計500 0羽 ,  また
第l期事業対象のうちの2ヶ村に採卵用50 0羽、計 l 0o0羽購入一1t'る e 現地 ・養鶏専門家

の指導のもと 、建l舎で青年に対し10. ヶ月間の:養 '毒,研修を行う. 研修内容は〇ヒナの輪
送方法、②飼養管理・設備、③鶏の品種の見分け方、〇病気への対処、(ilf司料マネジ
メント、⑥衛生管理、 ・e市場把握、 ,3標簿管理などである,義舍は事業期間中、訓結
場として使用され、 事業後は鶏告の所有権を各村に護種し . 村と研修生によ ,)て結成
される養鶏組識によって管理される,  言ll l練後も研修生は鶏舍を継続使用し 、 鶏告の管
理維持費は養鶏の利益から捻.出する, 養鶏組織は利益の一部を貯蓄し . 訓韓生が個人
で養鶏を始める場合、 低金利で'1iiし付けを行う , (1 1li 名 X 7 ヶ 村= l 0 5名 )
孵9 P器の設置(第1期事業対象2ヶ村Bo l ta ho村、Ek i s s i ho村 )

第1期事業地では. とナ鶏をァビジャンから購入していたが、  より効果的に事業を
推進寸るため、 第2期事業では,  自ら人口解化したヒナの飼青をする s 近年、  鶏は品

種改良されており、 就巣性が除去されているため、 卵を解卵器 ( イ ンキュ 一''; ー ター )
,二入れて人ロ的に解化させなければならなぃe 野lは2l 日間温めないと孵化しないた
め、解卵器の管理(温度37 . ,6,-:38. 0℃、温度 1ii0 ̃ 60 %以上 ) や 、 卵室か ら l:1 ナ発生ま

;l'、卵内で発生する杯、とジュモウ横が鐘着しないように1日数回40-45t転卵するな
どの指導を専lEl1li家から受ける。 若者のそチべーションが特に高く、  毒の飼育に蘭して
モデルとなり . かっ通電している地区にある村を藉1期事業対象地の中から2ク村選
定する. 2 機1f)孵Sfi器を使つて1i,0 0匹のヒナを人口孵 .化させる. (第 2期E : ]5 名 )( 2



●.

( 3 )事業内容

( 様式1 )

ケ 1l:i = 3 0名 )

【2. 技術研修] l新規の各5ヶ村で実施)

村で失業中の青年層を中心に割l據生を募集し、 1li ヶ村で計225名を選定し. l 0 ヶ 月
間の技術研修(野要裁培、養聽. ア グ ロ フ ォ レ ス ト リー ) を実施する。
2 aa.  野薬裁1i1'tのための農業研修 (3r1li l 5 名 X 5 ヶ 村一計 i' 5名 )

現地農業専門家の指導の下. 野菜裁培用のビーールハウスで トマ  トやなす等の野業
の種子や苗を導入し、諸地裁増とハウス裁培を行うモデルとなる農園を開設する,  事

業期問中、 農国は野業能訓生l集場として使用し、 事業後は農園の所有権を各村に護渡

し 、 村と研修生によって結成される野菜裁培組織が管理する a 訓額後も研修生は農園

を継続使用し、 農国の管理維持費は野業裁培の利益 一tilill.出する。 野菜裁培組識は利益
の一部をlii二蓄し、  部l練生が個 .人で農業を始める場合、 低金利で貸し付けを行う,

_2-b ; 養 癌研修 ( プ ロ イ ラ一訓練生 :各村 l 5名 x新規 1li ヶ付一計7lll名) (標多ll i : 第 l 期

事業対象2 ケ 村.Aboude lEloa Vineen t 村、 Bokaho村、解卵器:第1期事業対象 1ll ,,,村、
Boka h o村、 Ekiss i ho 村. 訓練生 : 各l t l i 名 X 3 ヶ 村 一計45名 )
各村で現地賽毒l専門家の指導の下、 10ヶ月間の養豊研修を行う コ 研修内容は、養鶏

の基確知識. 鶏の病気の予防と対策等である, 事業終了後. 訓練生は養毒能を結成
し 、 モデル豊告で養鶏を行うため . 根簿管理や雑持管理方法、組織の運営と低金利で
の貨し付け方法等も指導する ( 別紙 2 ). 訓御ま講もが理解しやすいように、実監を交
えた実地研修を中心に行う, 部l韓生は言ll韓終了後、 村の農業の発展のために村民に対

し . 研修で習得した養鶏技術を指導する.-2-c . ア グ ロ フ ォ レ ス ト 11J 一研修 ( 訓総生 : 各村 l 5 名 x 新規 5 ヶ付 =計 7 5 名 )
森林資源への意識改革と森林再生, また、 混植による換金作物 ( トウモ 1,コシ等)
の確保のためアダ ''フオレス ト リ一研修を実施する ,研修では、アダロフオレス ト リ
ーの基礎知識や果樹等(油ヤシ、オレンジ等)の植林法、帳薄管理の指導を行うとと

もに (別紙 2 ) 、各村の 31l,aの上地( 5 ケ村計1oha) に、果 ,樹等 ,i0 0 本 ( 5 'r 村計2000本)
と l、ウモロコシの種子 l 5 0 k g ( 5 ヶ村計71iOk g )を裁培する,また、野菜裁培研修の有

藤堆確や養鶏解の鶏養を端肥として利用する,,

2-d_ 現地専門家による農業研修 1、各村で実施、 参加者 :各村5 0名x新規 5 ヶ付=250
名)

各tiの農民を対象に. 現地農業専門家(「専円家対象農業研修 , 受 講 者 ) に よ る 3
日間1f)農業研修を行う.本研修では野菜救培・ 養鶏研修の訓練生はァシスタントと し
て現地農業専円家のサポー トを行う c 内容は農産物の販売手法や有機農業手法の紹介

である e 研修後は言1il練生が中心となり村の農業の発展と事業の持続性にっな;fる,,

【3.能力開発研修 l
3-a .住民リー ダ ーシップ研修 (第 l期事業対象6'村、 3人 x各村=18人 ) + ( 新 組 : 3

人 X 1li ヶ村=lS人) + (行政職員7人ー カウンターパー ト 5 人 ) ・他:計4 l li 人)

第1期事業のリーダーは、  日本入専門家による1年間の事業の振り返りと学び及び

反省に関する研修を第2期事業のリーダーたちとともに合同で行う ,  また、第2期生

同士の コ ミ ュ.ニ ケ ーシ ョ ン'を括発にし, プ ,;l ジェクトの意義、進め方. 成果を伝達す
る陸会にする。第2期事業のリーダーが互いに連携できるようにする e 参加者は女性・

青年層・農家で既にリータ'- tり役割を担,:,・て ',、る人. 行政関係者が参加する _ 問題解
決のため事業計画を立てられるように参加型のワータショップを進めるc IJ ー ダ ーシ

ップ研修専門家が5日間の研修を2回行う ,

3-'b. コ ミ ュ=ティ開発研修 (各村で
計200名)  日本人専門家の派遣で、

l 1ヨ )(5ヶ中t )( 2回、  参加者 :各村 ・1l0 .名X5ヶ村一一

各村の地域のチーフ、部l練生、住民を対象 (女性
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30%以上i に研修を行う, -' ミュニティの特性、躍史 (過主:, 現在、 未来のビジョン)、
シンボル. 間題点、解決策を発見するための住民参加型のワークシ ョ ップを行 1l,。 そ
れによって住民が自分たちの地域を維く理解し、 間題点を共有することで平和で次世

代を担う子供達が安心して暮らせる地域を創造する機会とする c 住民自身が自分の地

域のために何ができるのかを話し合うこ と 一:11. オーすーシップが養われ. 自立発展性
へとっなlf る.
3-,,;,.野裏裁培モテル 国 場 づ く り 研 修  (参加者 :各11 ケ .村 )く3名一33名:< 2 回 x I0日一

計66 0名 )

日本人専門家により . 農業調査センタ一職員、 .現地農業専門家、選抜した部l1韓生に
以下を指導する ・a堆肥舎づくり 、 1a1カカオ、書義など、難肥,有機肥料原料の成分分
1lifrと選定,③ヵカオ残渣など地域資源を活用し.た堆1l三i ';1l く り.e土 '壊分析、施肥設計(i
壤と作物に適した腿料の選定と投入) , (ll1)モデル團場づくりでハウス、路地裁培にトマ
トなど裁培方法の確立.
3- li.標9P・義鶏研修(参加者 . 第2期通抜5名 x 5ヶ村= 2 5名、操卵選抜5名 x 2 ヶ 村
- l 0 名 、孵卵器5名 x 1 ヶ村 = 5名  計l l 5名X3日間)
日本人養鶏専門家により、 農業調査センタ一職員, 現地養 一豊専門家、 ・選抜した -室1Sl額生

に採9ii. 解卵器にっいての指導をする,
( 4 ) 持続発展性 参加者が習得した技術を自分の地域の村民に指導できるよ うになるために、 ICAは教

本を配布し、 研修生が実際に技術やノウハウを習得できたかを確認するためのモ ー::-タ
リ ング とフォローアッブを行 う ,  事業地は非識字者事が高いため、 非識字者でも容易

に理解できる絵が80%以上を占める教本を利用する e こ の・教本は第1期事業で既に使

用されており、農業専門家の指導も、村人が理解できるように多くの事例と接が使わ

れた. 通信手段 ( ス カ イ フ h a n g o u t 他 ) を 使つて定期的な連結をとり . 進捗状規の
報告、間題V)共有と解決方法の提案や研修のフォロ'ーアップを行 う 。  ;現iEi事務所li常
時本部への連絡 - 連携を行い、 間題が ・発生した際には迅速な対応を行う 3

事業終了後は収接の際に得た種を次の裁培に使い. 種が不足する場合は売上の中から
アグボビルの種屋から種の購入を行う,  鶏の場合は売上,の収益から次の 11:すを購入す

る,プロイラ一用のヒナは4o日後に販売が可能である,一匹約400円一1:販売し、一匹
約90円で購入する。その他餌代、薬、人件費などの費用も同様に収益から支・lii,われる,

( :1i ) 期待される

成果と成果を

測る指標

第l期事業から農村に産業が創出され、 若者が収入を得られるようになり、  貧国状況

が改善されるc 村同士が結束し事業を推進する二とで、農村の社会経済基盤が安定す

る. 具体的な成果と指標は以下のとおりで‘ある,

[ l .モ-デ'ルとなる農国と鶏舍建設、 資機材の導 .入】

第 1期 : 6 ケ付に鶏舍が完成し 、的00羽の毒の購入と同時に装鶏l産業が開始した _ ま
た土壊検定を行い、野業やアグロフオレストリ一事業がスター トした。
第 2 期 : 第 1 期 の 6 ヶ 村 の フ ォ ローアップと新たに5ヶ村の青年たちが第1期と同様

の研修を受 :ナ る , l l ;r村が有機 1l l巴料・堆壓を利用し、賀囲世帶(約50̃70世帯/

各村) の 13,0%以上が収入增加となって、 生活環境が改善される。

指標:各村のモデル鶏会とモデル農園から年間純利益がそれそ'れ70万円以上になり ,

訓標生は年間で一人当たり 1l l万円以上の収入をモfル鶏i舎や農国か 」,)得る,
指標確認 : アン ケ'ー ト . モ= タ lJ ング. .収益調査
t2_ 技術研修1
第1期 :生産性が低く . 無肥料の野集裁培に対して、地元にある素材を使つて有機肥
料・堆肥をっくり生産性を向上させ、事業をスター トする研修を実施した,

第 2 期 :  l 95名の訓練生の80 %以上の収入が向上し、 ト ウモ 1ココシ以外の食選(野業)
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を確保でき、 貧困世帯の80%以上で、 業養の.幅りが解消される。

指標 ; 養一路 ・野業裁培の訓韓生195名の90'lt以上が養鶏や野菜裁培を離続する、 アグ
ロ7ォ レ ス ト リ ーの訓練生 ( 7 5名 )の l li0%以上が森林保護に興味を示す,研修参

加の農民250名の75%以上が新しい農法に取り組む.
指標確認 :聞き取 り調査、アンケー ト 、モー タ リ ン グ. 生計調査
!3.能力開発研修]
第l期:村同士の横の連携がなく , 各村は生活改善のためのビジョンもなく、村民(人

口500人一700人/各村) の約60%が當困である,そこで地域の間題解決ワークシ
ョ ツ プ 、 リーダーシップ研修を実施した。それによりリーダーとしての黄任と行動

力が出てきた。また農民が農業の技術(堆肥作り 、有穂農業)を学び、生産拡大の

可能性にっなけ'る研修を受けた,
第 2 期: 第!期の研修生が自ら学んだ知識を新規参加者に伝.える事で、 きらに学びを

探める。 新規の村も結東し ;:費困削滅や社会経済基盤安定のための活動を起二すこ
と ができ る よ う にな る _ 各村の農地が農業に適した土壤になり . 村の主要作物の生
産量が村全体で2倍以上になる。 養鶏の訓擦生120名の 90%以上が費毒tや野薬裁培

を経構する.
指標 . 各村のリーダーシップ研修参加者(45名) . コ -ミュニテイ開発研修参加者2o l;l 名
の75'1l11,以上が村のリーダーとしての役割を実践する。 ;=, ミ ュ ーティ開発200名の参
加者のうtl:, 75%以上が参画意識を持ち、 生活設善に取り組む 3 野菜裁培研修参加

者25名の85%以上が各村の農地の土tii分析を行う. 農作物の効果的な販売方法を
農民に教11l-l、する, 養鶏研修参加者 .1lil名が各付の一訓練生と協力しながら新し .い養:要島i

技術を実践する.
構 確 認 : ア ン ケー ト 、 モニタ リ ング 、地域グルーブの結成、収入調査. 収種率調査


